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《研究ノート》
第二次大戦後の山口県工業の展開（Ⅰ）
――岡山県工業と比較して――
下　　野　　克　　已
1．は じ め に
　中国地方綜合調査所編の『中国地方現勢図譜解説　1₉₅0年版』（昭和2₅年 ₈ 月，中国地方綜合開
発委員会発行）などによると，1₉4₇（昭和22）年10月の臨時国勢調査現在人口では山口県の人口は
1,4₇₉,244人で岡山県の人口1,₆1₉,₆22人の₉1.₃％であり，当時の山口県の面積は₆,0₈₃km 2で岡山県の面
積₇,04₆km 2の₈₆.₃％であって，人口・面積で当時山口県は岡山県の₉0％前後しかなかった。中国地方
の五つの県では当時から広島県が2,011,4₉₈人の人口と₈,4₃₇km 2の面積とも断然第 1 位を占めており，
それに次いで岡山県が人口・面積とも第 2位を占め続けていた。山口県は人口では第 ₃位を占めてい
たが，面積では島根県の₆,₆2₅km 2にも及ばず第 4位にすぎなかったのである。
　しかし1₉4₈年の産業別（戦前期と同様に農・林・水・鉱・工の五つの産業別とその総額）生産額の
総額では山口県は₃₆,2₅₃百万円（中国地方全体の2₉.0％）を示しており，広島県の総額の₃₅,₈42百万
円（同2₈.₈％）や岡山県の総額の₃1,₅1₆百万円（同2₅.4％）を凌いで中国地方で第 1 位を占めていた
のである。この主因としては山口県の鉱産額が₆,₅₉₇百万円（山口県の総額の1₈.2％）で中国地方全
体の鉱産額の₈₇.2％を占めていたことと，山口県の水産額が₃,01₈百万円（県総額の₈.₃％）で中国地
方全体の水産額の₅0.₅％を占めていて，両方とも中国地方全体の過半数を占めていたことがまずあ
げられるであろう。しかし中国地方全体では鉱産額は11₆,₅₆1百万円で総額の₇.0％であり，水産額は
₇1,₅₉4百万円で総額の4.₃％であり，この両方を合わせても11.₃％（また山口県の総額の2₆.₅％）しか
なく，これだけでは過半数あるといってもそれが主因であると言い切るには充分ではないように思わ
れる。
　そうであるとすれば，中国地方全体の産業別生産額総額124,₅₈₅百万円の₃1.₉％を占めていた農産額
の₃₉,₇2₃百万円を大きく凌いで，総額の4₈.₈％というほぼ半分を占めていた₆0,₈₅4百万円の工産額で
山口県がどのような位置と比率を占めていたかがより重要な意味を持っているということになろう。
その工産額において山口県は1₆,₉₃4百万円（山口県の総額の4₆.₇％と中国地方全体の工産額の2₈.₈％
を占めていた）を示していて，広島県の22,4₉₃百万円（県総額の₆2.₇％と中国全体の₃4.₉％）には到
底及ばないものの，岡山県の1₅,₃₈2百万円（県総額の4₈.₈％と中国全体の2₆.2％）をほぼ10％つまり1,₅₅2
百万円も凌いでいて中国地方の第 2位を占めていたのである。
　このように工産額が県の産業別生産額総額で占めていた比率は，山口県が4₆.₇％と岡山県が4₈.₈％
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とであり，工産額それ自体も山口県と岡山県とは中国地方の五つの県の中では最も近似している（島
根県や鳥取県の工産額は著しく少なかったので）といえよう。しかしながら山口県の第二次大戦後の
工業生産についてはまだ調査を始めたばかりであると思いつつも，かつて岡山県（岡山市や倉敷市も）
の戦後の工業生産について調査・分析して執筆したことがある筆者にとっては，両者の工産生産の展
開過程には共通点も指摘できるとはいえ，かなり異質な特徴点も数多くあるように思われる。そこで
さしあたり本稿では1₉₆0年頃までの山口県工業の展開について，岡山県工業と比較しつつ特徴点を考
察し論文化を試みたものである。山口県工業に関する資料の中心は，前掲の『中国地方現勢図譜解説』
の他に山口県商工部商工課編の『山口縣の工鉱業　1₉₅1』（昭和2₆年 ₃ 月，山口県商工部発行）と山
口県商工観光課による『山口県の鉱工業』（昭和₃₆年10月及び₃₉年 ₃ 月）などである。他方で同時期
の岡山県工業に関する資料は，『中国地方現勢図譜解説』の他に岡山県統計研究会編の『統計から見
た過去20年の岡山県』⊘’₆₇（統計法施行20周年記念　統計おかやま　別冊，昭和42年11月，岡山県統
計協会発行）及び，『岡山県史』・『岡山市百年史』・『新修倉敷市史』で担当した拙稿を基本とするも
のである。なお引用・参照の際は文章の中で該当の資料・頁を表示する形式にして，脚注あるいは研
究ノートの末尾にまとめて表示する形式はとらない。
2．戦後まもなくの山口県工業の特徴
　『中国地方現勢図譜解説』はそもそも『中国地方現勢図譜　1₉₅0』の詳細な解説書として同じ調査
所・委員会が編集・発行し，叙述は目次の順番で「 1日本産業の動脈」の「第 1図解説」から「₅0明
日の中国地方」の「第₅0図解説」へと展開されていて，通常のような頁数の表示がされていない。そ
のため本稿では山口県工業などに関係して引用・参照する部分については，最初は「日本産業の動脈
　第 1図解説」として明記し， 2回目からは「第 1図解説」というように略記したい。また戦後復興
途上で統計調査や記述が混乱を含んでいると思われるような，1₉4₇年・1₉4₇年度・1₉4₈年・1₉4₈年度
などやや紛らわしい表記となっているものもみられるが，それぞれの統計表や記述部分についてはま
とまって明記されているので，戦後まもなくの山口県ならびに岡山県の工業生産の状態を把握する資
料として充分に有効な内容を持っているであろう。
　まず「日本産業の動脈　第 1図解説」の1₉4₇年工業統計速報による表をみると，山口県工業は工場
数（単位百）が14，従業者数（単位1,000人）が₆2，工業生産総額（単位億円）が₅₇で，主要業種の
生産額（単位億円）は化学工業が20.1，機械器具工業が12.₆，食料品工業が₆.2，金属工業が₆.1，窯業・
土石工業が₃.₃，製材・木製品工業が₃.1，紡織工業が0.₉となっていて，岡山県工業は工場数が22，従
業者数が₆₅，工業生産総額が44で，主要業種の生産額は機械器具工業が10.₉，化学工業が₈.₅，紡織工
業が₈.4，食料品工業が4.₆，製材・木製品工業が4.2，窯業・土石工業が₃.₆，金属工業が1.1となっていた。
この表でみると，金属・機械器具・化学の重化学工業 ₃ 業種の生産額合計は山口県が₃₈.₈億円で総額
の₆₈.1％を占めていたのに対し，岡山県は20.₅億円で4₆.₆％となっていたので，山口県の重化学工業
の生産額と構成比が岡山県の重化学工業よりもかなり大きかったことがわかる。業種別では山口県が
金属工業で ₅倍以上，化学工業で 2倍以上も生産額があったのに対し，岡山県は紡織工業で ₉倍以上
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もあったことが目立っている。
　「中国地方の社会経済構造　第 2 図解説」の1₉4₈年度工業統計速報による表をみると，山口県の工
業生産部門別構成では生産財が₇₃.4％で中国地方 ₅ 県では最も高く，中国地方や全国の平均の₅₅％台
よりも1₈％位高くて消費財が2₆.₆％で逆にかなり低くなっているのに対し，岡山県は生産財が4₅.2％
で消費財が₅4.₈％となっていて岡山県の生産財は中国地方や全国の平均よりも10％位低いので，山口
県の生産財の構成比は岡山県よりも約2₈％と著しく高くなっていた。なおここでの「生産財は化学工
業石油石炭製品製造，土石及硝子工業，金属工業，機械工業の生産額の合計で」あった。また従業者
規模別生産額構成では，山口県は ₅－₉₉人の工場数が₉₆％であったのに生産額では2₈％しか占めてい
なかったのに対し，₅00人以上の工場数は 2 ％であったのに生産額は₆0％も占めていた。一方，岡山
県は ₅ －₉₉人の工場が₉₇％と₅4％を占めており₅00人以上の工場が 1 ％と2₃％を占めていた。これを
みると山口県の中小工場の生産額構成比が著しく低く，大規模工場の構成比が逆に著しく高いことが
わかる（この調査には 4人以下の工場が含まれていなかった）。
　「工業一般　第2₅図解説」の「常時職工 ₅ 人以上使用工場のみの数字」による「1₉4₇年12月末日現
在商工省工業調査統計」（ここではガス及電気業の生産額も部門別と総額とに含まれている）からみ
ると，山口県の工業生産額総額（単位百万円）は₅,₉₉₅で上位の生産額の業種とその構成比を列挙す
ると化学工業が2,12₇で₃₅.₅％，機械器具工業が1,2₅₆で21.0％，食料品工業が₆1₆で10.₃％，金属工業
が₆1₃で10.2％，窯業及土石業が₃24で₅.4％，製材及木製品工業が₃04で₅.1％となってこれらが第 ₆
位までの業種であり，金属・機械器具・化学の重化学工業 ₃ 部門の合計はこの表では₃,₉₉₆百万円で
₆₆.₇％を占めていた。岡山県の工業生産額総額は4,442で上位を占めた六つの業種は機械器具工業が
1,0₇0で24.1％，紡織工業が₈₈2で1₉.₉％，化学工業が₈4₆で1₉.0％，食料品工業が4₅₈で10.₃％，製材
及木製品工業が412で₉.₃％，窯業及土石業が₃₅₉で₈.1％であり，重化学工業の合計は2,02₃百万円で
4₅.₅％を占めていた。これは当然ながら前掲の「第 1図解説」でみた状態と大きな差異はなかったが，
そちらには記されていなかったガス及電気業においても山口県は₃02百万円と₅.0％を占めていて岡山
県の₆₉百万円と1.₆％とはやはりかなり大きな差を示していた。そしてここで看過してはならないこ
ととして，「紡織工業について，この表の数示
4
（字の誤りではなかろうか－筆者）が案外低い理由は，
戦後原料綿花はすべて国有となっており，したがって本表では，綿業に関する限り，すべて加工賃の
みが計上されているからである」という文章が記されている。当時の紡織工業の中心が綿業であった
ことから考えると，加工賃という著しく小さい数字で生産額が表示されてしまったということは特に
岡山県工業の方で注意しておかねばなるまい。また同年の工業労働者平均 1人当りの生産額は山口県
が14₇,₉40円で岡山県は₈₈,₆₈0円となっていて，山口県が岡山県のみでなく中国地方の他の県と比較し
てもかなり大きくなっていた。
　「鉄鋼業　第2₆図解説」の1₉4₈年の鉄鋼生産実績の表をみると，岡山県は普通鋼製品も特殊鉄鋼製
品も全くなく釘や小型棒鋼などの鉄鋼二次製品がわずか₇₃₅tしかなかった。それに対して山口県は
薄板が2₃,01₈t，厚板が₉,422t，ブリキが₇,₉₇₉t，帯鋼が₇,₇₉₃tなどの普通鋼製品が4₈,₃1₅tで中国地方の
₈2.1％と圧倒的な割合を占めていたし，小型棒鋼₉0₈t，鋼球₆₅4tなどの鉄鋼二次製品は₃,₅₉1tで中国
地方の1₇.₃％ではあったが岡山県よりもはるかに多かった。また特殊鉄鋼製品は高炭素鋼などの特殊
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鋼が₇₆₇t（この項の数値は欠落あるいは誤謬があるようで『日本鐵板株式會社社史』（昭和31年 ₅ 月，
同社発行）などをみると山口県の特殊鋼の生産量はもっと多いのではないか）とされていたが，徳山
鉄板（徳山）の帯鋼と東洋鋼鈑（下松）のブリキを中心として鋳鉄鋼ならびにそれを素材とする機械
メーカーとして宇部興産（宇部鉄工）などが記されており，二次製品や木炭・砂鉄関係の特殊製鉄を
除くと山口県が中国地方の鉄鋼業の中心となっていたことはまちがいない。
　「造船及車両工業　第2₇図解説」では鋼船新造と鋼船修理を中心とする造船工業と鉄道車両と自動
三輪車を中心とする車両工業とが記されているが，電気機械工業などの発達が遅れた山口県と岡山県
とではその両者が機械器具工業の主要部分を占めていた。自動三輪車では山口県が事業所を持ってい
なかったのに対し岡山県には三菱重工業水島機器があり広島県の東洋工業に次ぐ生産を示していた
が，鉄道車両の方では岡山県の汽車製造岡山よりも山口県の日立製作所笠戸が生産種類・車両数・金
額とも1₉4₈年度でははるかに多かった。造船工業では三井造船玉野を持つ岡山県が鋼船新造では多い
ものの，三菱重工業下関を中心に諸事業所を持っている山口県が鋼船修理ではこの時期多くなってい
た。この他に木造船の新造・修理や舶用機関の新造・修理などもあり，前述の1₉4₇年の機械器具工業
の数値と照合して考えてみると，この時期の両県の「造船及車両工業」つまり輸送用機械器具製造業
としては規模的にそれほど大きな差異はなかったと思われる。
　「化学工業　第2₈図解説」では山口・広島・岡山の三つの県とも1₉4₇・4₈年度でもかなり活発なよ
うであるが，特に山口県は酸・アルカリ工業という基礎化学部門が盛んであると記されており電力消
費量も最も多くなっていた。中国地方の化学工業生産額の4₉.₅％という半分も占めていた山口県は当
時の化学肥料の中心の硫安でも次のように目立っていた。「中国地方では変成硫安は無く，副成硫安
は広島瓦斯（阿賀工場）と山陽化学（宇部）にわずか設備（月産₅₅トン）を有するのみで，合成硫安
が宇部興産（宇部窒素工業）と東洋高圧（彦島工場）の二ヶ所で生産されている。宇部興産は，1₉₃₃
年 4 月設立された宇部窒素工業株式会社が（中略）硫安月産能力1₆,₈₃₃t（稼動），全国（1₅社1₈工場）
に対する比11.₅％を占めている。東洋高圧（彦島工場）は（中略）硫安と共に有機合成工業を主たる
事業とする。（中略）両工場における硫安生産は，宇部₉4対彦島 ₆ の割合で」と記されているので彦
島は月産で約1,000tであろう。また過燐酸石灰では「中国地方は ₃ 社 ₃ 工場で，このうち神島化学工
業（岡山県神島）が大きく₈,200t，日産化学工業（小野田）₅,₆00t，日本硫曹（下関）4,₉00tがこれに
つぐ。稼動状況は神島₅₅％，日産化学2₆.₅％，日本硫曹1₈.₅％の構成比を示し」となっているので，
岡山県の方が生産実績としては多くなっていた（生産能力は月産。なお日本硫曹は日東硫曹の誤りと
思われる）。
　「ソーダ灰全国 4社 4工場，月産能力1₈,₃00トンのうち，中国地方は ₃工場月産能力₉,₃00t（₅0.₉％）
を占める。宇部曹達工業は，九州の三菱化成牧山工場と並んで最大設備（4,₅00t ／月）を有し，これ
に次ぐ東洋曹達工業₃,000t ／月（従来休止中，近く操業豫定），徳山曹達1,₈00t ／月となる。生産実
績は₃₅,₈₆2t（1₉4₈年度，対全国4₇.₈％を占めるが，工場別生産比は宇部₇₆％，徳山24％となり，（中略）
苛性ソーダ全国2₇社40工場，能力2₃,2₆₆t，このうちア法によるもの 4 社 4 工場12,₆00t ／月，電解法
によるもの2₅社₃₆工場10,₆₆₆t ／月となる。中国地方の対全国能力比は₃₆.₆％であるが，ア法がこのう
ち₆4％を占めるに反し，電解法はわずか4.2（％－筆者）に過ぎない。（中略）1₉4₈年度実績は₃₇,2₅₃t（対
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全国比₃4.₅％）で，工場別生産比は宇部・徳山のア法工場で全体の₉1.₆％を占め，東洋曹達工業（富田）
（ア法は休止中）及び日新化学（小野田）の電解法工場では₈.4％を占めるに過ぎない」。（なお日新化
学は日産化学の誤りであると思われる）。
　人絹・スフの化学繊維工業の部門では岡山県が倉敷レイヨンの人絹があるのに対し，山口県は人絹
に帝国人絹岩国がありスフに帝人岩国と東洋紡績岩国と日本セルローズ防府の ₃社 ₃工場があって山
口県の方がかなり大きい。過燐酸石灰では岡山県の神島化学工業の方が山口県の日産化学と日東硫曹
よりも生産実績が多そうであったが，ソーダ工業ではこの当時中国地方で独占的な位置を占めている
上に硫安工業その他の実績も含めて考えると化学工業全体ではやはり山口県の方がかなり大規模で
あったといえよう。
　「窯業　第2₉図解説」のうちで重要なセメント工業においても岡山県が小野田セメント阿哲工場の
みであるのに対し，山口県は小野田セメント・小野田，徳山曹達・徳山，宇部興産・宇部と ₃社 ₃工
場あってやはり大規模となっていたようである。
　これらの業種に対して「繊維（中心は紡織業であったと思われる）工業　第₃0図解説」ではまった
く様相が異なっていた。染色加工業でこそ岡山県が「正織興業ほか 4」とやや規模が大きな少数の工
場であるのに対し，山口県が「義済堂等はじめ大小合して₈0余をかぞえる」と義済堂を別格として数
多くの小規模工場があるので簡単には優劣が決め難いが，専業織布工場では山口県が11工場（中国地
方の2.₉％）で据付織機が₆4₉台（同4.₆％）とほんの僅かにすぎないのに対して，岡山県は214工場（同
₅₇.2％）と₈,2₉₇台（同₅₈.₃％）という中国地方の過半という圧倒的な位置を占めていた。この差異は
紡績業関係では更に決定的な状態となっており，山口県は紡績工場も紡績兼営織布工場もそして絹紡・
紬糸工場もこの時期は全くないようであったのに対し，岡山県はその三部門の工場で中国地方で圧倒
的な位置を占めていたのである。紡績工場と紡績兼営織布工場では島根県の大和紡績出雲工場の据付
紡績機₇₅,₇44錘（中国地方の2₅.₃％）と据付織機1,4₅₃台（同₃2.₇％）のいずれも 1 社 1 工場を除いた
残りは全て岡山県内にあり，紡績工場は ₃社 ₆工場で据付紡績機22₃,₅₇₆錘（同₇4.₇％）と兼営織布工
場では ₃ 社 4 工場で据付織機2,₉₈₇台（同₆₇.₃％）を岡山県が占めていた。そしてこの ₃ 社は鐘渕紡・
倉敷紡・敷島紡という大和紡と同様に大手10社の紡績会社であった。また絹紡・紬糸工場も帝国繊維
玉島工場でその設備能力は絹紡₇,₅00錘と紬糸₈40錘で集中的な生産力を持っていると記されている中
国地方では有力な存在であった。
　この繊維工業の項にも人絹・スフ工業が記されているが，基本的には化学工業の業種に属している
ので重複するような比較は避けておきたい。倉敷レイヨン倉敷工場の人絹が1₉4₈年11月にやっと復元
を完了した岡山県では同じ倉敷レイヨンがビニロンを試作していると記されている他にスフ紡績で数
社数工場が書かれていた。山口県の方には人絹やスフ紡績で帝国人絹岩国工場とスフで帝人・岩国と
東洋紡績岩国工場と日本セルローズ防府工場とが記されていた。また人絹・スフ・紙等の主原料とし
て供されるパルプについても記されて，山陽パルプ岩国工場や日本紙業和木工場などが山口県の事業
所として挙げられているが，やはり繊維工業としての比較などはできない。
　「食糧品工業　第₃1図解説」では中国地方の酒造業の過半を占める広島県が全体的に見て食糧品工
業の中心を占めているが，日清製粉岡山工場のある岡山県が製粉工業や食用油脂工業や味噌醤油工業
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などでは最大であり，山口県は特記されている部門では最大のものはないが1₉4₈年度の酒造業や缶詰
工業などで中国地方第 2位を占めていて，食糧品工業全体で見ると岡山県が広島県に次ぐ第 2位にあ
るいえようが山口県もわずかの差でそれに次ぐ第 ₃位であった。
　「特産品工業　第₃2図解説」では各種の業種・生産物がとりあげられているが，ここでは山口県を
中心に取り上げ，岡山県のものを一部分だけ補足しておきたい。中国地方で山口県が最大の製品は
マニラ麻漁網が1₉4₉年1,1₇₅千ポンド（重量）で₉₈.₇％とほとんどを占め，綿漁網は₇₅4千ポンドで
₃1.₅％と苧麻漁網は22₃千ポンドで40.₃％とでそれぞれ第 2 位を占めている。この漁網類は日本漁網
（株）を中心に下関市に集中していた。岡山県は苧麻漁網で₃₃1千ポンドで₅₉.₇％と中国地方第 1 位の
ほかレース・地下足袋・バンコック帽・花筵・野草筵などで圧倒的な比率を占めて第 1位であり，畳
表は広島県にわずかに及ばないとはいえ4₉.₆％を占めていた。また鳥取県が₉₃千貫で₃₇.₃％と第 1 位
を占めている手漉和紙は岡山県が₅₃.4千貫で21.4％と山口県が42.₆千貫で1₇.1％とそれに次いでいた。
特産品工業では山口県が漁網類を主力としていたのに対し，岡山県はいぐさ製品などの農産加工品を
中心としていたといえる。
　最後の特産品工業の部分については1₉4₉年の数値が記されていたが，この章では『中国地方現勢図
譜解説　1₉₅0年版』に基づいて主に1₉4₇・4₈年頃の戦後まもなくの山口県工業の生産復興の状態を岡
山県工業の状態と比較しつつ検討してきた。すでにこの時期でも重化学工業を中心とする山口県工業
と紡織工業など繊維関係工業を中心とする岡山県工業という両者の特徴の差異が明白に目立っていた
のである。
₃．1₉₅0年頃の山口県工業の特徴
　『山口縣の工鉱業』は山口県商工部商工課が編集し商工部が昭和2₆（1₉₅1）年 ₃月に発行したもので，
1₉₅0年頃の山口県の工業（鉱業については本稿では除外する）の状態・特徴についてやや詳細に記述
されている。最初にかなり長いが序説の「工鉱業地帯の概観」から途中を省略しつつ引用しておきたい。
　「山口県の瀬戸内海沿岸地帯，岩国から下関に至る山陽線鉄道沿いの各地には，大小の工場が集中
して建設され，工業都市が数珠つなぎに発達し，（中略）正に中国地方第一，全国でも有数の工鉱業
地帯が形成されている。これを東部から概観すれば広島湾に東面して周東地区の岩国を中心とする一
帯に，帝国人造絹糸（株），東洋紡績（株）のスフ・人絹工業，山陽パルプ（株），日本紙業（株）の
パルプ及び製紙工業，興亜石油（株）の石油精製工業等の大工場をはじめ，中小織物業も盛んに行な
われて，宛ら一大軽工業地帯を現出している。近辺に旧陸軍燃料廠跡もあり，（中略）山陽本線を西
へ（中略）商業地柳井を経て，光，下松，徳山工業地帯へ出る。この一帯には東洋鋼鈑（株），徳山
鉄板（株）のブリキ板・鋼板・帯鋼・ドラム缶・亜鉛鉄板等の金属工業，日立製作所，国鉄工機部の
車両工業，笠戸船渠（株）の造船工業，武田薬品（株）の医薬品，東洋曹達工業（株）及び徳山曹達
（株）のソーダ灰，苛性ソーダ及びセメント，日本石油（株）の石油精製，その他酸素瓦斯・硝子壜・
ゴム・石鹸・油脂等大小数多くの工場が蝟集して，徳山下松の港湾を囲み，（中略）旧徳山海軍燃料廠，
光海軍工廠の施設が一部は活用され乍らも，大部分はなお遊休のまま（中略）。徳山，富田から三国
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重工業（株）のある富海を経て防府に至ると，此処には協和醗酵（株）のアセトン・ブタノール・ペ
ニシリン・アルコール製造，鐘渕紡績（株）のスフ工業その他，宝酒造（株）や古い歴史を誇る柏木
体温計の製造工場があり，下松から此の辺りまでは古くからの製塩地帯として塩田が多い。次は我国
四大産炭地の一として全国に名のある宇部，小野田，厚狭工鉱業地帯に来る。（中略）宇部の沿岸一
帯には宇部興産（株）の沖ノ山，東見初の両炭鉱をはじめ，宇部窒素工場の硫安，宇部セメント工場，
宇部鉄工所，宇部曹達工業（株），宇部化学工業（株），チタン工業（株）等，その他大小数多くの工
場が黒煙を沖天に吐き，一大工業地帯をなしている。更に厚東川を渡って小野田に至れば，小野田セ
メント製造（株）や，日産化学工業（株）の過燐酸石灰・硫酸，田辺製薬（株）のサルチル酸ソーダ
その他帝窯をはじめとする中小の陶業が発達し，厚狭の日本化薬（株）は我国最大の爆薬生産工場と
して活動している。（中略）瀬戸内海の西端下関に至れば，先づ長府の海岸に神鋼金属（株）の軽金属・
アルミニューム圧延・伸銅工業がある。彦島には東洋高圧工業（株）のメタノール・ホルマリン・尿素・
硫安等高圧合成工業があり，近接の神岡鉱業（株）は蒸溜亜鉛を製錬し接触硫酸を作っている。日東
硫曹（株）も彦島にあって過燐酸石灰を製造する。下関は（中略）我国第一の水産基地として，又内
外貨客船の出入港として，造船・機械器具・鉄工業の発達著しく，西日本重工業（株）下関造船所や
林兼造船（株）の外，大小の此の種工場が集中し，他方製凾・製網・食料品加工・冷凍・冷蔵工業も
盛んで，特に大洋漁業（株）第二冷凍工場は東洋一の規模と，設備の近代化を誇るものである」（ 1
－ 2頁）。
　この長い引用文をより数値的・統計的・業種別な内容として表現する為に，1₉4₉年12月₃1日現在に
よる調査の昭和24年工業統計（ ₃ 頁）から主要な業種の生産額（製造品額及び加工賃）・従業者数・
工場数（従業者五人未満の工場のみでなく個人家族の工場をも含めた全ての工場の統計となっている
ということである）を上位から列挙する作業によって具体化してみよう。まず生産額（単位は百万円
に四捨五入した）では，化学工業が10,₃₉₃（産業別比₃4.₈％）で第 1位，食糧品製造業が4,0₆₉（1₃.₆％）
で第 2 位，第一次金属製造業が2,₉0₅（₉.₇％）で第 ₃ 位，輸送用設備製造業が2,₆₇1（₈.₉％）で第 4
位，紡織業が2,₃₆₆（₇.₉％）で第 ₅位，ガラス及び土石製品製造業が2,2₃2（₇.₅％）で第 ₆位，紙及び
類似品製造業1,₃0₈（4.4％）で第 ₇ 位となっていた。そして従業者数では，化学工業が1₉,0₃₃人（同
2₇.₅％）で第 1位，輸送様設備製造業が₉,₈0₆人（14.1％）で第 2位，食糧品製造業が₇,2₅4人（10.₅％）
で第 ₃位，紡織業が₆,₇2₉人（₉.₇％）で第 4位，ガラス及び土石製品製造業が₅,₃42人（₇.₇％）で第 ₅位，
木材及び木製品製造業が4,₇₅₈人（₆.₉％）で第 ₆位，機械製造業が₃,₉₆₃人（₅.₇％）で第 ₇位となって
いた。最後に工場数では，食糧品製造業が1,112（同₃₅.4％）で第 1 位，木材及び木製品製造業が₅₇2
（1₈.2％）で第 2位，ガラス及び土石製品製造業が₃0₇（₉.₈％）で第 ₃位，輸送用設備製造業が200（₆.4％）
で第 4 位，機械製造業が1₅₃（4.₉％）で第 ₅ 位，化学工業が144（4.₆％）で第 ₆ 位，金属製品製造業
が12₆（4.0％）で第 ₇ 位となっていた。産業中分類別の1₉業種のうちで三つの指標とも上位の ₇ 業種
に入っている業種は食糧品製造業，化学工業，ガラス及び土石製品製造業，輸送用設備製造業の 4業
種であり，食糧品製造業は工場数でそして化学工業は従業者数と生産額とで特に大きさが目立ってい
た。
　『山口縣の工鉱業』の₃₈頁から11₈頁にかけては工業の各業種の詳しい状態が記されているが，その
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中から注目すべき重要な部分をできるだけ前掲の部分との重複を避けるようにピックアップしてみよ
う。まず最初にあげられている金属機械工業関係の鉄鋼業では徳山鉄板（株）と東洋鋼板
4
（社名とし
ては鈑が用いられている）（株）の 2 社が主であり，両社とも単圧メーカーで原材料は八幡製鉄・富
士製鉄・小倉製鋼等から供給されていた。徳山鉄板は徳山工場を中心に帯鋼（全国比率が₃₅％で第 1
位）やドラム缶（全国比率は1₉.₆％で第 2 位）や鋼板その他を生産しており，旧光海軍工廠跡を利用
して増産を計画中であった。東洋鋼鈑は下松市でブリキ板（全国比率が40％で第 2位）や中板などを
生産していた。つぎに非鉄金属業では，製錬は下関市の神岡鉱業（株）彦島工場が亜鉛製造をしてお
り，圧延は同市の神岡金属工業（株）長府工場が軽金属と銅製品を行っていた。造船業では西日本重
工業（株）下関造船所と林兼造船（株）彦島工場とが下関市で，また笠戸船渠（株）が下松市で船舶
の新造や修理などを行っていた。最後に造機工業では，従業員数が₃00人以上の大工場としては宇部
興産（株）宇部鉄工所と帝人製機（株）岩国工場とがあげられているが両方とも関係企業向けの生産
が大部分であると記されていた。₃00人未満の工場としては日本発送電（株）小月鋳造所の発電所用
機械器具や「圧縮機ポンプ等で有名な三国工業（株）富海工場がある。この外中小機械器具工場は約
₃₅0工場あり，鉄道車両関係工場は下松地区に，化学繊維関係工場は岩国地区に，炭鉱用機械関係工
場は宇部，小野田地区に，舶用内燃機関係工場は下関，萩，仙崎，宇部，徳山地区に，化学機械，製
鉄機械関係工場は夫々大企業の所在地たる徳山，宇部近傍に於てその地域の特性を生かして発達して
いる」（4₈頁）と記されていた。そして ₃頁の表からあらためて機械器具工業の 4業種を抽出してあり，
山口県では輸送用設備製造業がその過半を占めており，（一般－筆者）機械工業が ₃ 割前後を占めて
それに次いでいて，電気機械器具と精密機械器具とは著しく小さいことが明白であった。
　次は化学工業について。昭和24年ですでに山口県は「ア法苛性ソーダに於て₆1％，ソーダ灰に於て
42％，硫酸に於て1₃.4％，硫安に於て11.₉％，火薬に於ては₃4.2％である」（₅₆頁）と記され，さらに「昭
和2₅年に於ける（中略）東洋曹達株式会社に於けるア法によるソーダ灰の製造，日本石油株式会社下
松製油所及興亜石油株式会社麻里布製油所の再開等は，本県化学工業に一大威力を加えたものといえ
よう」（₅₆頁）と記されている状態をより詳しくみておこう。公称能力でソーダ灰₅₅％と苛性ソーダ
4₇％という全国第一位の比率を占めている山口県の曹達工業は徳山市の徳山曹達（株）と富田町の東
洋曹達（株）と宇部市の宇部曹達（株）とがアンモニア法（ア法）によって担ってきたが，副産塩素
の需要の増加により東洋曹達の電解法によるソーダ工業も成長が期待されている。硫酸工業は宇部興
産（株）宇部窒素工場，日産化学工業（株）小野田工場，日東硫曹（株）下関工場という化学肥料関
係の ₃社 ₃工場のほか神岡鉱業（株）彦島製錬所で生産が行われている。そして化学肥料工業は硫安
を宇部興産・宇部窒素工場と東洋高圧（株）彦島工業所とで，塩安を徳山曹達，過燐酸石灰を日産化
学工業と日東硫曹とで，加里肥料を宇部化学工業（株）で生産していたが，何といっても宇部興産の
硫安がこの時期目立っていた。また無機工業薬品では宇部市のチタン工業（株）の酸化チタンが全国
生産量の₅4％という過半を占めていたり，その他各種の工業薬品を宇部化学工業や柳井化学工業（株）
など各社各工場が生産していたが，有機合成工業の方は東洋曹達，宇部興産，東洋高圧，協和醗酵（株）
等で酸・アルカリ工業に付随して製造されているに過ぎないと記されていて，この時点では必ずしも
重視されていないように思われる。この他全国の₃4.2％を占めていた日本化薬（株）のダイナマイト，
第二次大戦後の山口県工業の展開（Ⅰ） 273
低温タール製品を特色とする宇部興産，石鹸・グリセリンの日本化薬厚狭化成工場と山陽工業（株）
下松工場と下関市の高見工業（株），医薬品では武田薬品工業（株）光工場と田辺製薬（株）小野田
工場と協和醗酵工業防府工場，化学繊維工業や塩業関係を別としてもまだ石灰製造や酸素工業など山
口県の化学工業には多数の企業・工場があって枚挙にいとまがない。最後に昭和2₅年から再開を許可
された石油精製工業関係では日本石油（株）下松製油所と興亜石油（株）麻里布製油所とがあり両者
で全国の₃₃％の生産能力を占めている他，グリースは昭和石油（株）彦島グリース工場とパラフィン
は日本精蝋鑞（株）が昭和2₆年から生産することになっていると記されていた。
　窯業は多数の中小企業が存在する陶磁器工業関係などは省略し，セメントと耐火煉瓦とガラス製品
だけを見ておこう。まずセメント工場としては最も古い歴史を持っている小野田セメント小野田工場
（月産能力1₆,₆00t）と宇部興産セメント工場（公称月産能力 ₆ 万ｔ）と徳山曹達セメント工場（月産
能力 2万ｔ）との ₃社 ₃工場が記されているが，昭和24年と比べても2₅年はいずれも順調に生産を増
加させており小野田工場は能力一杯を超えて稼働中とされている。耐火煉瓦では日本耐火工業（株）
奈古工場と須佐耐火鉱業（株）とは日本海沿岸に工場があるが，小野田耐火工業（株）と自家工場と
して神岡鉱業（株）彦島精煉所の耐火煉瓦工場が（瀬戸内海側に－筆者）あると記されている。この
時期の山口県のガラス製品工場としてはキリンビール（株）富田製壜工場と柏木体温計（株）三田尻
工場と日化合成（株）徳山製瓶工場とがありそれぞれ特殊な製品を生産していたと記されている。
　パルプ及紙工業では岩国港に依拠する山陽パルプ（株）岩国工場と日本紙業（株）芸防工場とが人
絹用パルプ・一般向パルプ・洋紙・和紙などを生産する大規模工場であるが，他には竹パルプ・藁パ
ルプや多数の小規模な手漉紙の製造業者もあったのである。
　山口県のこの時期の繊維工業の部分には人絹・スフ・織布・漁網などについて記されているのでそ
れに基づいてみておこう。まず最初は人絹・スフ工業であるが，帝国人造絹糸（株）岩国工場のスフ・
スフ糸・強力人絹と東洋紡績（株）岩国工場のスフ・強力人絹と日本セルローズ（昭和2₅年には鐘渕
紡績に）（株）防府工場のスフと ₃ 社 ₃ 工場の大規模工場が担っておりいずれも増産計画中であると
のこと。山口県の織布工業は周東地域を中心に成長してきたが，昭和2₅年では明治₃1年に設立された
山口県染織工業協同組合（組合員12名，従業員₇01名，綿スフ力織機₈₆₆台＋絹人絹力織機₃₃台）と昭
和2₅年に設立された柳井繊維工業協同組合（組合員1₅名，従業員₇₅名，綿スフ力織機200台）との二
つの組合に全織布業者が包含されていた。そして「本県に於ける現有織機台数は，僅かに周東部に1,000
余台を存するのみで，これを広島県の₈,000台，岡山県の10,000台に比較すれば余りにも縣隔の甚だし
きを痛感するのである」（10₈頁）と記されていた。山口県染織工業協同組合には（株）義済堂・朝倉
織物（有）・大久保織布・周南織物（株）・（有）岡仁織布など中規模生産者も多いのに対して，発足
したばかりの柳井繊維工業組合はいずれ力織機10数台の小規模生産者のみであった。「本県の漁業用
具（漁網，網綱，ロープ等）の発達は（中略）漁業家を中心として技術的に発展した処にその製品の
優秀さがある。中でも日本漁網船具（株）下関工場はその代表的なものである」（111頁）と記され，
昭和2₅年 ₈ 月から ₆ヵ月間で県内の12.₅％を占める大洋漁業（株）漁網工場が専ら自家用である一方，
同じく₆1％を占めていて「県下漁業者の大半は日本漁網がまかなっている」（111頁）とも記されてい
た。その他県内の10数工場の小規模業者（1₈社）も 2社を除いて全て下関市に集中していた。最後に
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₉ 業者いた県内のメリヤス工業生産者は家内工業の域を脱しない小規模であった。
　工業部分の最後は大理石及び木竹製品工業となっていて，まず大理石工業では主な工場として厚狭
の長門石材（株），重安の山陽石材（株），徳山の松下産業（株）があげられているが，いずれも従業
員数が₃0名程度で規模はそう大きくない。次に木製品工業は家具建具・桶樽・挽物製品その他日用雑
貨製品等であり，1,₇₆2 ヵ所と多数の工場があったが従業員数10人以下が₉0％を占めており，101人以
上は下関に 1 工場あるのみであった。竹製品工業も主要生産品は岩国の毛糸編棒，防府の六角釣竿，
竹製模型舟，萩のすだれ，釣竿，その他箸など多種であり，従業員数が₃0人以上の生産者は岩国竹材
工業（株）の₈0名と萩の（株）長田商店の4₅名と（有）長谷川商店の₇₅名の ₃社であり，殆どは零細
な家内工業であったと記されていた。
　以上の叙述でわかるように本章の1₉₅0年頃の山口県工業の特徴は，基準となる統計データが1₉4₉年
のものなど重複していたり，まだ朝鮮戦争特需景気の影響が『山口縣の工鉱業』の内容には充分に反
映されていなかったこともあり，『中国地方現勢図譜解説』に基づいた前章の山口県工業の特徴とそ
れほど大きな差異がなかったように思われる。
　これに対して1₉₅0年頃の岡山県工業の状態はどうなっていたのであろうか，以下でその主要な特徴・
動向のみをみておこう。『統計から見た過去20年の岡山県』（⊘’67）の製造品出荷額等をみると岡山県
工業の昭和24年の上位の業種とその構成比率は，紡織業が11,101百万円で₃₆.₈％，食料品製造業が₅,₅₆₆
百万円で1₈.₅％，窯業，土石製品製造業が2,₅₉₃百万円で₈.₆％，輸送用機械器具製造業が2,₃₃4百万円
で₇.₇％，化学工業が2,2₆2百万円で₇.₅％，衣服その他の繊維製品製造業が1,₈₈₆百万円で₆.₃％，機械
製造業が1,001百万円で₃.₃％となっていて，その重化学工業比率は昭和22年の4₆.₃％，2₃年の₃2.₉％，
24年の20.₉％，2₅年の2₈.₆％と昭和2₃・24両年に大きく後退しており，逆に軽工業が₅₃.₇％，₆₇.1％，
₇₉.1％，₇1.4％と昭和24年をピークに著しく高まっている。これは重化学工業の中心であった輸送用
機械器具製造業の出荷額等（単位は百万円でカッコ内の数字は構成比率）が昭和2₃年の1,₆0₅（11.₅）
から24年の2,₃₃4（₇.₇）と2₅年の₆,₈4₆（14.₇）とかなり増加していたし，同様に化学工業も2,00₆（14.4），
2,2₆2（₇.₅），4,₇₃4（10.2）と順調に増加していたものの，軽工業の中心であった紡織業の出荷額等が
₃,22₈（2₃.2）から11.101（₃₆.₈）を経て1₈,₇₈₃（40.4）へと圧倒的な拡大成長をみせていたのと，続い
て食料品製造業も2,0₅4（14.₇），₅,₅₆₆（1₈.₅），4.₃₈₉（₉.4）とまずまずの増加を示していたことと，
衣服その他の繊維製品製造業が₈₇₆（₆.₃）から1,₈₈₆（₆.₃），₃,0₉1（₆.₇）へと順調に成長を示してい
ることなどによるといってもさしつかえないであろう。また昭和24年の従業者数で上位の業種とその
構成比率は，紡織業が2₇,4₅1人で₃₃.₅％，輸送用機械器具製造業が11,1₃₆人1₃.₆％，食料品製造業が
₇,₆₆4人で₉.4％，窯業，土石製品製造業が₆,₆2₅人で₈.1％，木材，木製品製造業が₆,0₆₆人で₇.4％，衣
服その他の繊維製品製造業が₅,₆₅₆人で₆.₉％，化学工業が4,₆0₇人で₅.₆％の順であり重化学工業比率は
2₇.1％とやはり低くなっていたし，事業所数での重化学工業比率は14.₇％で著しく低かったので，岡
山県工業はまさに軽工業主導型そのものであった。
　昭和2₃（1₉4₈）年から2₅ ︵1₉₅0︶ 年にかけて紡織業をはじめとして岡山県工業の製造品出荷額等が
ほとんどの業種と全体とで順調に拡大していたことは明白であるが，昭和22年の統計のみ調査方法が
異なっていたとされていたのでその点について少し述べておこう。『岡山県史第十三巻　現代Ⅰ』（1984
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年 ₃月）所収の拙稿で引用した『岡山県統計年報』1₉4₈年版によると，昭和22（1₉4₇）年の岡山県の
操業工場数は14,₆₈0 ヵ所と従業者数は₈₉,₆₃₉人と生産額が₅12,2₉4万円となっていたが，このうち職工
₅人以上の工場数は2,2₅₃ ヵ所（全体の1₅.2％）で従業者数は₆₅,₅₆₇人（₇₃.1％）で生産額は44₃,4₅0万
円（₈₆.₆％）であり，職工 ₅ 人未満の工場数が12,44₅ ヵ所（₈4.₈％）で従業者数が24,0₇2人（2₆.₉％）
で生産額が₆₈,₈4₃万円（1₃.4％）となっていた。『統計から見た過去20年の岡山県』（⊘’67）の昭和22
年の製造品出荷額等と比較すると事業所（工場）内での自家消費分を含んでいる生産額の方が大きい
ことは当然としても，事業所数や従業者数でも職工 ₅人以上の数値の方が近似していた。また『山口
縣の工鉱業』でも述べられていたが，岡山縣織物工業協同組合の編纂・発行の『繊維工業要覧　岡山
縣　1₉4₉』でも繊維工業について「生産高が必ずしも大でないがこれは輸入原綿の賃加工によるもの
が相当数あり，之を国内公価格に換算するときはずっと高率になるものと推定せられる」（ 2 頁）と
記されていて，岡山県工業の中での繊維工業（紡織業）は製造品出荷額等として換算されたとすれば
機械器具工業を凌いで第 1位になっていたかもしれない。もっとも昭和22年の統計では輸送用機械器
具と一般機械器具その他とが一緒に機械器具工業とされていた一方で，紡織業の方には裁縫業とされ
ていた衣服その他の繊維製品業などが繊維工業の中に一緒にされていたもので，そのことも充分に考
慮する必要があるかもしれない。
4．1₉₆0年頃の山口県工業の特徴
　本章では『山口県の鉱工業』（昭和₃₆年10月と昭和₃₉年 ₃ 月）に基づいて1₉₅0年代後半から₆0年頃
の山口県工業の特徴をみておきたい。昭和2₅（1₉₅0）年から₃₅（1₉₆0）年にかけての山口県工業の製
造品出荷額等は常に全国の 2 ％以上を占めており，昭和₃0年は1₃2,1₈2百万円で2.01％とかろうじて
であったが，₃4・₃₅の両年は2.2₃％と2.2₇％で全国第 ₉ 位を占めていた。主要な業種としては昭和₃₅
年の総額₃4₇,₇₉₈百万円のうちで化学工業が10₃,₇₆₆百万円で2₉.₈％，石油製品石炭製品製造業が₈₇,₈00
百万円で2₅.2％，鉄鋼業が4₇,₅2₅百万円で1₃.₇％，食料品製造業が24,₈4₅百万円で₇.1％，窯業，土石
製品製造業が1₇,₇₇₅百万円で₅.1％，パルプ，紙，紙加工品製造業11,₃₉1百万円で₃.₃％などとなっていて，
素材型重化学工業の ₃ 業種で₆₈.₉％と著しく大きな比率を占めていた（₃₉年 ₃ 月の1₇〜1₈頁）。1₉₅0
年代後半の伸び率としては石油石炭製品が特に大きく，鉄鋼業と化学工業も大きく伸びており，窯業
土石製品や紙パルプ製品も続いていた。しかし食料品工業は停滞を続けた。
　こうした山口県工業の製造品出荷額等の着実な増加をもたらした大きな要因としては，設備投資が
この時期に非常に活発になされたことが指摘されよう。昭和₃0（1₉₅₅）年から₃₅ ︵1₉₆0︶ 年にかけて
の山口県工業の設備投資額は常に全国の ₅ ％以上と第 ₇ 位より上とを占めていて，特に₃1年は₉.₅％
と第 2 位をさらに₃₃年は12.4％と第 2 位を占めていることに注目したい。設備投資額の中心であった
業種としては化学工業，石油石炭製品，鉄鋼業，繊維工業で，特に化学工業は昭和₃₃年に鉄鋼業が一
挙に過半を占めて第 1位となったために第 2位と 2割以下に後退したがそれ以外の年はすべて ₃割以
上と第 1位を占めていた。また石油石炭製品は₃2年の第 2位とそれ以外の年はすべて第 ₃位を占めて
いた。そして鉄鋼業が₃4年と₃₅年も第 2位を占めた反面，繊維工業は₃0年と₃1年が第 2位で₃₃年が ₃
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位を占めたがその後は後退してしまった。
　昭和₃₆年10月の『山口県の鉱工業』の巻末の工場名簿に基づいて主要な業種の順に山口県内の大企
業の主要事業所と中小企業を列挙してみると，まず化学工業では大企業が三井石油化学工業（株）岩
国工場，帝国人造絹糸（株）岩国工場，東洋紡績（株）岩国工場，東洋化成（株）岩国工場，武田薬
品工業（株）光工場，徳山曹達（株）本社工場，東洋曹達工業（株）南陽，鐘渕紡績（株）防府工場，
協和醗酵工業（株）防府工場，協和ケミカルズ工業（株）宇部工場，宇部曹達工業（株）宇部，宇部
興産（株）宇部窒素工場と宇部カプロラクタム工場，宇部化学工業（株）宇部，日産化学工業（株）
小野田工場，田辺製薬（株）小野田工場，小野田肥料（株）小野田工場，日本化薬（株）厚狭作業所，
日東硫曹（株）下関工場，東洋高圧工業（株）彦島工業所で建設中の事業所を除いても他の業種より
はるかに多く20 ヵ所もあり，従業員₅0名以上の中小企業では宇部化成肥料（株）宇部など ₆ ヵ所と
むしろ少なかった。
　次に石油製品石炭製品では大企業が興亜石油（株）麻里布製油所，日本石油精製（株）下松製油所，
出光興産（株）徳山製油所，日本精蝋（株）徳山工場の 4ヵ所で，中小企業は（株）徳山燃料徳山工
場の 1ヵ所しかなかった。そして鉄鋼業では大企業が八幡製鉄（株）光製鉄所，八幡鋼管（株）光工
場，東洋鋼鈑（株）下松工場，日新製鋼（株）徳山工場と富田工場と南陽工場，（株）神戸製鋼所長
府北工場の ₇ヵ所で，中小企業は（株）小月製鋼所下関の 1ヵ所しかなかった。
　それらに対して食料品製造業では大企業が宝酒造（株）防府工場，日本甜菜製糖（株）下関精糖工
場，日本冷蔵（株）今浦工場と下関市場工場と本村工場の ₅ヵ所であったのに対し，中小企業は（株）
大津屋下関，丸兼食品（株）岩国，荒瀬かまぼこ店山口，山口県経済農業（協）連合会萩加工場など
県内各地に22 ヵ所と最も多く事業所があった。窯業土石製品では大企業が麒麟麦酒（株）富田製壜
工場，徳山曹達（株）南陽工場，宇部興産（株）宇部セメント工場と伊佐工場，小野田セメント（株）
小野田工場と重安採鉱所の ₆ ヵ所であり，中小企業は（株）日新黒鉛耐火下関，宇部スレート工業
（株）宇部工場，（株）帝国ヒューム岩国工場，（株）波多野産業萩など11 ヵ所の事業所が散在してい
た。そして紙パルプでは大企業が日本紙業（株）芸防工場，山陽パルプ（株）岩国工場，日東製紙（株）
萩工場の ₃ヵ所であり，中小企業は（株）太陽紙業下関の 1ヵ所の事業所しかなかった。
　これら以外の業種では造船業を中心とする輸送用機械器具が大企業では（株）日立製作所笠戸工場，
笠戸船渠（株）笠戸造船所，三菱造船（株）下関造船所，林兼造船（株）下関と 4ヵ所であったのに
対し，中小企業では（株）小西船舶工業などほとんどが造船関係で下関に集中していたが宇部船渠（株）
や（株）奥山鉄工所下松なども含めると20 ヵ所の事業所があって食料品製造業と肩を並べる位であっ
た。以上のことから1₉₆0年頃の山口県工業では化学工業，食料品製造業，輸送用機械器具製造業が従
業員₅0名以上の事業所が特に多数であった業種であるといえる。
　こうした山口県工業とは対照的に，繊維関係 2 業種計の製造品出荷額等が昭和2₆（1₉₅1）年では
₅0.₇％と過半を占め，重化学工業化率が2₅.0％と著しく低かった岡山県工業の昭和₃0・₃₅両年の製造
品出荷額等での主要な業種を『統計から見た過去20年の岡山県』（⊘’67）などに基づいてみておこ
う。昭和₃0年では総額11₅,₆₉0百万円のうち繊維工業が2₈,224百万円で24.4％，食料品製造業が1₉,₈₇2
百万円で1₇.2％，化学工業が1₅,100百万円で1₃.1％，衣服その他の繊維製品製造業が11,₈₉₆百万円で
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10.₃％，輸送品機械器具製造業が11,₃₆₆百万円で₉.₈％，窯業，土石製品製造業が₆,₅₉₇百万円で₅.₇％
などの順であり，繊維関係 2 業種計は₃4.₇％にまで縮小したが，重化学工業比率は₃0.1％（₃4,₇₇₆
百万円）とまだそれよりも低かった。そして昭和₃₅（1₉₆0）年では総額2₃2,1₇₅百万円のうち輸送
用機械器具が₃₇,0₆0百万円で1₆.0％，化学工業が₃₆,₅₉4百万円で1₅.₈％，繊維工業が₃₃,₆₇1百万円で
14.₅％，食料品が2₈,₃₈₉百万円で12.2％，衣服その他の繊維製品が24,₇₃0百万円で10.₇％，窯業，土石
製品が1₈,101百万円で₇.₈％などの順であり，重化学工業比率が42.0％（₉₇,4₇2百万円）まで高まり最
上位の 2 業種も占めたのに対し，繊維関係 2 業種計は2₅.2％と10年前の半分にまで縮小していた。し
かし三菱石油や日本鉱業など素材型重化学工業を主とした1₉₆0年代半頃以後の急速な拡大成長を示す
大企業の立地は既に決定していたとはいえ，水島臨海工業地帯が岡山県工業の製造品出荷額等で1₉₆0
年に占めていた比率は同年の「工業統計調査結果表」によるとまだ10.₅％にすぎなかったので，軽工
業中心という岡山県工業の特徴は維持されていたのである。
₅．むすびにかえて
　岡山県工業では1₉₅0年代後半になると中心であった紡織業など繊維工業の比率が減少しはじめ重化
学工業の比率が増加しはじめていた。とはいえ，水島臨海工業地帯の本格的な成長発展はまだこれか
らのことであり依然として軽工業主導型の特徴が1₉₆0年頃でも続いていた。それに対して戦後まもな
くでも素材型重化学工業中心の重化学工業主導型の特徴を有し，生産額がより大きかった山口県工業
は，瀬戸内海沿岸部での設備投資が岩国から下松・徳山・宇部などを経て下関へと旺盛に進められ，
化学工業を中心に石油製品石炭製品製造業や鉄鋼業や輸送用機械器具製造業などの重化学工業の復興
成長が続いており，1₉₆0年頃まで一貫して製造品出荷額等ではより大きく全国順位ではより上位の状
態を続けていた。その山口県工業では食料品製造業や輸送用機械器具など地場的中小企業も多数あり，
かなりの比率を占めていたとみられる業種もなかったわけではないが，典型的ともいえる化学工業を
はじめ石油製品石炭製品や鉄鋼業などを中心に企業数・事業所数でも製造品出荷額等でも大企業・大
規模事業所主導の特徴が引き続き目立っていたのである。このような両県工業の特徴と位置が高度経
済成長期やその後の二度の石油危機の時期にどのような展開を示すかは次稿以降の課題であろう。
